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市川市 建築基準法令関係取扱集について 

 

１． 市川市 建築基準法令関係取扱集（以下「本書」という。）は、建築主・設計者・工事施工者にとって、建

築基準関係規定の具体的な運用に関する理解を深め、円滑な手続きを進めるための参考として、また、

審査を担当する者にとって、客観的な審査を行うための参考としてまとめたものです。 

２． 本書は、令和７年７月時点の建築基準関係規定に係る市川市（以下「本市」という。）の主な取扱いを示

したものであり、本市において審査を行う際に運用されるものです。なお、特殊な事情により本書によりが

たいと認める場合で、建築基準関係規定の範囲内で、構造上、防火上、安全上及び衛生上支障がない

場合は、本書によらないことができます。 

３． 本書の運用に際しては、今後定期的に見直しを行い、建築基準関係規定の改正、新たな研究等に基づ

く技術的進歩及び新材料・新工法等の開発等に対応した改訂を必要に応じて行います。 

 

 

 

 

 

本書の使用に関する注意事項 

 

１． 法令等の表記について 

本書で引用した法令等は以下のように省略して表記しています。 

法    ＝ 建築基準法 

令    ＝ 建築基準法施行令 

規  則  ＝ 建築基準法施行規則 

市細則  ＝ 市川市建築基準法施行細則 

建  告  ＝ 旧建設省告示 

国  告  ＝ 国土交通省告示 

県条例  ＝ 千葉県建築基準法施行条例 

県取扱  ＝ 千葉県建築基準法令関係取扱基準集２０２４年版 

防避解説 ＝ 建築物の防火避難規定の解説 ２０２５ 

基準総則 ＝ 建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例 ２０２２年度版 

  



 

 

２． 審査基準として扱うもの、その他参考とするものについて 

 本市では、本書の他、以下の図書を審査基準とします。 

・千葉県建築基準法令関係取扱基準集２０２４年版 

・千葉県改正建築基準法施行条例とその解説２０２５年版 

・建築物の防火避難規定の解説 ２０２５ 

・建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例 ２０２２年度版（以下の項目を除く。） 

除外項目 頁 備考 

小規模な倉庫 P２８ 本書内「小規模な倉庫の取扱い」(P２)による。 

外壁後退の緩和に係る長さの測り方 P２５０ 現在、本市では当該項目で対象となる法第５

４条第１項に規定する外壁の後退距離の限度

を定めていないことから除外する。 

 

 また法令の解釈に際しては、以下の図書を参考とします。 

・建築基準法質疑応答集（建築基準法研究会編）（以下「質疑応答集」という。） 

・誰にもわかる建築法規の手引（編集 国土交通省住宅局建築指導課・市街地建築課、建築法規研

究会）（新日本法規） 

・逐条解説建築基準法（編著 逐条解説建築基準法編集委員会）（ぎょうせい） 

・日本建築行政会議全国会議 部会検討結果報告（日本建築行政会議） 

・建築設備設計・施工上の運用指針 2025 年版（編集 日本建築行政会議）（一般財団法人日本建

築設備・昇降機センター） 

・浄化槽の設計・施工上の運用指針 2015 年版（編集 日本建築行政会議） 

・準耐火建築物の防火設計指針（編集 財団法人日本建築センター）（監修 建設省住宅局建築指

導課、日本建築主事会議） 

・住宅の内装防火設計マニュアル（編集 独立行政法人建築研究所）（監修 住宅の内装防火設計

マニュアル編集委員会）（企画 財団法人日本建築センター） 

・工事中建物の仮使用手続きマニュアル（財団法人日本建築防災協会） 

・工事中建築物の仮使用認定手続きマニュアル（一般財団法人 日本建築防災協会） 
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基準総則 トレーラーハウスの取扱い 

関連条文 法第２条第一号 

関連文書 基準総則Ｐ１７ 

 

内  容 

 トレーラーハウスが建築物であるか否かの判断は、「基準総則」Ｐ１６に記載する内容のほか、

以下のとおり扱う。 

 

一般社団法人日本トレーラーハウス協会により、「基準総則」P１６に記載された内容に準じた

協会設置基準に基づく検査が行われ、適合している旨を示した「トレーラーハウス設置検査報告

書」が提出されたものについては、建築物でないものとして扱う。 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 
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基準総則 小規模な倉庫の取扱い 

関連条文 法第２条第一号 

関連文書 技術的助言(平成２７年２月２７日国住指第４５４４号) 

 

内  容 

「小規模な倉庫の建築基準法上の取扱いについて（技術的助言）」（平成２７年２月２７日国住

指第４５４４号）に記載する建築物に該当しない「小規模な倉庫」は、奥行１ｍ以内かつ高さ２．３

ｍ以下で、床面積２㎡以内のものとする。なお、「小規模な倉庫」を設置する場合には次に定め

る条件を満足すること。 

 

１．法第４２条（法第４３条空地を含む）に規定する道路区域内に設置しないこと。 

２．防火・準防火地域内においては、屋根及び外壁を不燃材料で造り、又は覆うこと。なお、

外壁においては延焼のおそれのある部分に限る。 

３．建築基準法及び他法令において規定する避難経路等に設置しないこと。 

４．転倒防止措置を講じること。 

 

 

《参考》 

 土地に自立して設置する小規模な倉庫（物置等を含む。）のうち、外部から荷物の出し入れ

を行うことができ、かつ、内部に人が立ち入らないものについては、建築基準法第２条第１号

に規定する貯蔵槽に類する施設として、建築物に該当しないものとする。したがって、建築確

認等の手続きについても不要である。【平成２７年２月２７日国住指第４５４４号】 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 
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基準総則 戸建て住宅の離れの取扱い 

関連条文 法第２条、令第１条第一号 

関連文書 質疑応答集Ｐ４３７１～４３７４ 

 

内  容 

 戸建て住宅において、「離れ」とは、隠居部屋、勉強部屋等を指す。台所及び便所等（便所又

は浴室）が設備されたものは、住宅としての用途機能が満足するため（用途可分となるため）別

敷地として扱う。 

 

 

《参考》 

離れ…隠居部屋、勉強部屋等をいうのであって、台所及び便所等が設備されたものは住宅と

しての用途機能が満足するため、別敷地として扱われる。【質疑応答集Ｐ４３７１～４３７４】 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 
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基準総則 水路等をまたぐ敷地の一体性について 

関連条文 法第２条、令第１条第一号 

関連文書 質疑応答集Ｐ３９１７～３９２１ 

 

内  容 

下図のような水路等で分断される敷地であっても、水路管理者等から占用許可を受け、かつ

継続的に使用できる橋等を設けた場合は敷地○A と○B は一団の土地（一敷地）とみなす。また、敷

地○B 側に建物を計画する場合は、法第４３条の接道幅及び県条例の接道幅の規制に留意する

こと。  

 

 
図 

 

 

《参考》 

（前略）図のような建築物の敷地は法第４３条の接道義務を満たしているといえるか。（中略）

里道または水路の管理者から占有許可などを受け、継続的に使用できる橋などを設けることに

より、用途上不可分の利用がなされ、安全上、防火上の観点から支障がないものとして、敷地 A

と敷地 B を一の敷地としてみなされる場合（Ｐ３９２６参照）には接道義務を満たしているといえ

る。【質疑応答集Ｐ３９１７～３９２１】 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 

県条例の接道幅の規制を満足すること 

W 

敷地○B 側に建物を計画する場合は、W≧２ｍかつ 
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基準総則 
「高い開放性を有する構造の建築物又はその部分」の建築面積算定における
階数の取扱い 

関連条文 法第９２条、令第２条第１項第二号 

関連文書 平成５年建告第１４３７号、基準総則Ｐ７１ 

 

内  容 

平成５年建告第１４３７号に規定する「国土交通大臣が高い開放性を有すると認めて指定する

構造」について、「基準総則」Ｐ７１に記載する内容のほか、以下のとおり扱う。 

 

平成５年建告第１４３７号第四号について、地上２階のベランダ・バルコニー部分※１でその上

部に屋根・庇※２がない場合は、階数１とみなす。 

 
※１ ベランダ・バルコニー部分で両側に袖壁がある場合は「高い開放性を有する構造の建築物又はその部

分」に該当しても建築面積には算定されるので注意を要する。（「基準総則」Ｐ７４ 図１－７－１２参照） 

※２ 当該上部の屋根・庇の出が６０ｃｍ程度までのものは、屋根・庇がないものとして扱う。 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 
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基準総則 
「吹きさらしの廊下」、「ベランダ、バルコニー」及び「屋外階段」の床面積につ
いて 

関連条文 法第９２条、令第２条第１項第三号 

関連文書 基準総則Ｐ８１～８４、８７、８８ 

 

内  容 

 「吹きさらしの廊下」、「ベランダ、バルコニー」及び「屋外階段」の床面積算定について、「基

準総則」Ｐ８１～８４、８７、８８に記載する内容を以下のとおり補足する。 

 

・「基準総則」Ｐ８１に記載の「ｈ１：当該廊下の外気に有効に開放されている部分の高さ」、Ｐ８３

に記載の「ｈ１：当該ベランダ等の外気に有効に開放されている部分の高さ」及びＰ８７に記載の

「ｈ１：当該階段の外気に有効に開放されている部分の高さ」について、下図の場合は手すり壁

等の天端から庇の先端まで斜めでとることができる。 

 

図 

 

・開放部分の判断をする際の隣地境界線からの離隔距離(La)は５０ｃｍ（有効寸法）とする。また

同一敷地内の他の建築物又は当該建築物の他の部分からの離隔距離(Lb)は２ｍ（有効寸法）

とする。  

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 

Lb 
Lb 

L
b 

L
a 

La：有効 50cm Lb：有効２ｍ 

ｈ１ 

ｈ２ 
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基準総則 「公共用歩廊、傘型又は壁を有しない門型の建築物」の床面積について 

関連条文 法第９２条、令第２条第１項第三号 

関連文書 基準総則Ｐ８０ 

 

内  容 

「公共用歩廊、傘型又は壁を有しない門型の建築物」の床面積算定について、「基準総則」Ｐ

８０に記載する内容を以下のとおり補足する。 

 

「屋内的用途に供されている部分」を確定することが困難な場合、下図に示すように先端から

１ｍ後退した破線の内側の部分をもって「屋内的用途に供されている部分」とみなすことができ

る。 

 

図 

 

※「屋内的用途に供されている部分」を確定することが困難な例 

・駐輪場又は駐車場で、駐車位置が線や車止め等によって明確になっていない場合 

・庇の下を荷さばきスペースに使用する場合等で、トラックの駐車位置に明確な区画がなく、

作業スペースとして利用しない場合 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 

１ｍ １ｍ １ｍ １ｍ 
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基準総則 小屋裏物置等の取扱い 

関連条文 法第９２条、令第２条第１項第八号 

関連文書 基準総則Ｐ１１８、１１９ 

 

内  容 

「小屋裏物置等」について、「基準総則」Ｐ１１８、１１９に記載する内容のほか、次に定めるもの

に該当する場合、階とみなさないこととし、当該部分は床面積に算入しない。 

 

１．設置位置に関わらず軸組構成が一層増えないもの。 

２．共同住宅・長屋等は、住戸単位として、かつ、建物全体で所定の規定を満たすものとする。 

３．開口部を設ける場合は必要最小限（換気窓程度）とし、人が容易に出入できない形状である

ものとする。また「小屋裏物置等」から屋上・ＰＨ階への出入は不可とする。 

４．「小屋裏物置等」を利用するためのはしご等の設置方法は特定しない。（固定階段の設置は

認めるが、固定階段部分の床面積を小屋裏物置等の床面積に含めること。） 

５．『「小屋裏物置等」への専用階段』は令第２７条に規定する「特殊の用途に専用する階段」と

解し、令第２３条から令第２５条までの規定は適用しない。ただし、当該階段が他の階段と連

続する場合は、蹴上・踏面の寸法を揃えるなど安全面に配慮すること。 

 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 
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単体規定 構造計算における各種数値について 

関連条文 法第２０条 

関連文書 昭和５５年建告第１７９３号、平成１２年建告第１４５４号 

 

内  容 

構造計算における各種数値は、下表のとおりとする。 

 

表 

  項 目 数 値 法令根拠 

垂直積雪量 ３０cm 
令第８６条第３項 

市細則第４０条 

基準風速Ⅴ０ ３４ｍ/ｓ 
令第８７条第２項 

平成１２年建告第１４５４号 

地表面粗度区分 

Ⅲ 

ただし、海岸線までの距離が 

500ｍ以内の地域等は、Ⅱとする 

令第８７条第２項 

平成１２年建告第１４５４号 

地震地域係数Ｚ １．０ 
令第８８条 

昭和５５年建告第１７９３号 

凍結深度 指定なし 

令第３８条第３項 

平成１２年建告第１３４７号 

平成１２年建告第２００９号 
 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 
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単体規定 法第２２条指定区域内の屋根について 

関連条文 法第２２条 

関連文書 平成１２年建告第１３６１号 

 

内  容 

ルーフバルコニーは、屋根として法第２２条の規定が適用される。したがって、床の仕上げ材

に告示（平成１２年建告第１３６１号）に規定されていないＦＲＰ露出防水等を用いる場合は、大臣

認定を取得していないものについては、露出では不適合となるため、保護モルタル等の不燃材

料で覆うこと。 

 

 

 

図 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 
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単体規定 戸建て住宅の直通階段の取扱い 

関連条文 法第３５条、令第１２０条 

関連文書  

 

内  容 

階数が３の戸建て住宅は、令第１２０条の規定により直通階段の設置が義務付けられるが、そ

の直通階段の途中に扉を設けることは認められない。ただし、避難階以外の階で下図のように

階段を乗り換える場合の階段の出入口に設ける施錠装置のないガラス扉で、避難経路が視認

できる場合を除く。 

なお、この取扱いは令第１１２条第１１項の規定による竪穴区画を必要とする場合を除くものと

する。 

    

    

 

                図            

    

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 

避難経路 

避
難
経
路 

 
 

W 

W 

W≧７５ｃｍ 

※施錠装置のないガラス扉 

※ 

※ ※ 

※ 
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単体規定 戸建て住宅における「屋外への出口」、「敷地内の通路」の取扱い 

関連条文 法第３５条、令第１２５条、令第１２８条 

関連文書  

 

内  容 

 階数が３の戸建住宅における令第１２８条の規定による「敷地内の通路」は玄関から確保する

ことが一般的であるが、下図のように玄関から道に至る通路の幅１．５ｍ(階数が３以下で延べ面

積が２００㎡未満の建築物にあっては９０ｃｍ）が確保できない場合、掃き出し窓から道に至る「敷

地内の通路」が避難上有効に機能する場合に限り、当該掃き出し窓を令第１２５条第１項の規定

による「屋外への出口」とすることはやむを得ない。 

 

 図 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ R０５/０４/０１ 
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集団規定 水路等をまたぐ敷地の接道について 

関連条文 法第４３条 

関連文書 質疑応答集Ｐ３９１７～３９２１ 

 

内  容 

下図のような敷地と道路の間に水路等がある敷地において、水路管理者等から占用許可を

受け、かつ法第４３条第２項の認定等を受けた場合は、接道があるものとして扱う。 

 

 
 

図 

 

 

《参考》 

「（前略）図のような建築物の敷地は法第４３条第１項の接道義務を満たしているといえるか。

（中略）敷地そのものが道路に接しているとはいえないが水路の部分へ継続的に使用（管理者

から占有許可などを受ける必要がある。）することができる橋などを設けることにより、法第４３条

第２項の規定の適用が可能となる。（後略）」 【質疑応答集Ｐ３９１７～３９２１】 

 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 

W≧２ｍかつ 

W 

県条例の接道幅の規制を満足すること 

又は 

里道 
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集団規定 ゴミ置き場の取扱い 

関連条文 法第５３条第３項第二号、法第５６条第１項第三号、法第５６条の２、法第５８条 

関連文書  

 

内  容 

計画敷地と道路の間にゴミ置き場がある敷地において、ゴミ置き場は隣地となるが、次に定め

るものに該当する場合は、法第５３条第３項第二号（建蔽率の角地緩和）、法第５６条第１項第三

号（北側斜線）、法第５６条の２（日影規制）及び法第５８条（高度地区）の検討においてのみ、当

該ゴミ置場を計画敷地の部分とみなし当該制限を適用する。 

 

１．「都市計画法」又は「市川市宅地開発事業に係る手続及び基準等に関する条例」に基づき

設置されたもので、コンクリート塀等により敷地と区画されているもの。 

 

２．将来にわたりゴミ置き場として存続できるもの（開発の事業主体が所有若しくは管理している

こと又は団地居住者が共有し、共同管理していること。） 

 

 

図 

 

備  考 作 成 日 最終改訂日 

 
H３１/０１/０１ H３１/０１/０１ 

 

ゴミ置き場 

道路(法第 42 条に規定するもの) 

北側斜線・日影規制 

高度斜線検討位置 


